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福井原発群の安全対策を求める意見書（案） 
 
 東京電力福島第一原子力発電所事故は、６カ月を経過したいまも深刻な事態が続いています。
特に放射能に対する被害と影響、不安は福島県民のみならず日本全体に広がり、原発からの撤

退を求める世論は日増しに高まっています。 

 ひとたび原発施設で事故が起こり、放射性物質が外部に放出されると、もはやそれを完全に

抑える手段は存在しません。被害が広範囲に広がることは今回の事故でも明らかになりました。

同時に使用済核燃料に対する処理も、現在の技術では、閉じ込めておくことしか方法がありま

せん。 

 本市議会では、事故後の６月定例市議会で、「原発依存のエネルギー政策の抜本的見直しを求

める意見書を全会一致で採択し、政府関係機関に送付したところであります。以降、政府は「原

発依存の見直し」の表明もしましたが、その一方で北海道電力泊原発３号機の営業運転再開に

見られる動きや九州電力の「やらせメール」事件が起こるなど国民の怒りが広がっています。 

 滋賀県と隣接する福井県若狭湾周辺には原子力発電所が集中しています。この中で、活断層

に直近する原発の存在は世界でも稀であります。しかも、運転開始からすでに３０年、４０年

と経過している老朽化原発がその半数を占めています。ひとたび事故が起これば隣接する滋賀

県はもとより、琵琶湖の汚染により、近畿１４００万人の水源に甚大な影響を及ぼすことは必

至であります。よって、以下の対策を講じられるよう強く求めます。 

記 

１． 再三事故を繰り返してきた高速増殖炉「もんじゆ」の再稼働をせず、廃炉にされること。 

２． 老朽化原発の運転延長は認めないこと。 

３． 敦賀原発の３号機・４号機の増設計画は中止されること。 

４． 事故及び定期点検で停止中の原発については、福島原発事故の教訓を踏まえた新たな安全

基準が確立されない限り、運転再開は認めないこと。仮に運転再開となれば、福井原発群

が滋賀県と隣接しており、県内市町の同意を条件とすること。 

５． 原発依存政策を抜本的に改め、自然エネルギーへの転換を図ること。 
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生活保護制度に「有期制」の導入を行わないことを求める意見
書 
 
生活保護制度は、憲法第２５条（健康で文化的な最低限度の生

活を営む権利）に保障された、国が責任を持つ最後のセーフテ

ィーネットです。 

 しかし、今年５月から始まった「生活保護に関する国と地方

の協議」では、働ける年齢層（１６～６５歳）に対して、「就労

自立」を促しボランティアや軽作業を義務付け、これらの態度

をみて３～５年で受給の可否を判断する更新制度（有期制）を

導入することが検討されています。 

 しかし、今日、厳しい経済・社会情勢のもと、加えて東日本

大震災により、雇用の実態は一層困難であることは明らかであ

ります。こうした事態にもかかわらず、有期制の導入は実情と

かい離したものであり、憲法が保障する国民の生存権すら脅か

すことになりかねません。 

 よって、生活保護における有期制の導入を行わないことを強

く求めます。 

 

政党助成金制度の廃止を求める意見書 
 
政党助成金は１９９４年、金権政治に対する国民の批判を背景

に「政治改革」関連法として導入されました。また、政党助成金

制度の導入により、企業・団体献金の廃止も方向付されています。 

 ところが導入後１６年となる現在においても企業・団体献金は禁

止されず、いまなお多くの政党が献金を受けています。このように

政党の財政の主要な部分が、政党助成金及び企業・団体献金で賄わ

れることは政党が国民から遊離する政治になることは明らかであ

ります。 

 一方、本来、国庫に返納しなければならない政党助成金の残額

４４億円（２００９年度）が貯め込まれ、不明朗なまま使用され

ているなど新たな問題となっています。 

 現在、深刻な不況の中で国民生活や経済が疲弊しています。ま

た、東日本大震災・福島原発事故で被災者・被災地が苦しんでい

る中、去る７月２０日、２０１１年度の政党助成金（総額約３２

０億円）の２回目の交付が行われ国民から批判の声が寄せられて

います。 

 本来、このような時だからこそ、国民の税金は東日本大震災を

始め国民生活向上のために使うべきであります。よって、政党助

成金の廃止を強く求めます。 やす民報 暮しのご相談を 
お寄せください 

小菅六雄 比江６６８-３    （電話・ＦＡＸ）５８９－４９７１ 

野並享子 北野１-7-10   （電話・ＦＡＸ）５８７－０９８５ 

太田健一 近江冨士 2-11-25 （電話・ＦＡＸ）５８８－３１６９ 
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